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神奈川県監査委員公表第 13号 

 

監査の結果により講じた措置の内容について 

 

 地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 199条第 14項の規定に基づき、神奈川県知事から監査の

結果に基づき講じた措置の内容について通知があったので、次のとおり公表する。 

 

  令和８年９月４日 

 

神奈川県監査委員  大 竹 准 一 
同                吉 川 知惠子 
同                中 家 華 江 
同                長 田 進 治 

同                近 藤 大 輔 

 

１ 措置の対象となった監査の結果 

令和８年３月23日神奈川県監査委員公表第２号で公表した不適切事項又は要改善事項のうち教

育委員会を除く６団体に係る10事項 

２ 監査の結果及び講じた措置の内容 

 ⑴ 健康医療局 

   ＜財政援助団体等＞ 

監査実施 

団 体 名 
監査実施日 監査の結果 措置の内容 

地方独立行政

法人神奈川県

立病院機構 

令和７年11月

11日及び令和

８年２月27日

（令和７年９

月24日から同

月26日まで及

び同月29日職

員調査） 

（不適切事項） 

１ 契約事務において、令和

６年度人事・給与システム

用ミドルウェア保守委託契

約（契約額1,068,320円）の

履行確認に当たり、地方独

立行政法人神奈川県立病院

機構契約事務取扱規程に基

づく検査調書を作成してい

なかったにもかかわらず、

この場合に同規程により必

要とされる支出に係る会計

伝票への履行確認した旨の

記名又は押印をしていなか

った。 

２ 会計事務処理において、

次のとおり誤りがあった。 

⑴ 神奈川県立足柄上病院

２号館のアスベスト除去

費用に係る資産除去債務

について、除去費用に重

要な見積りの変更が生じ

た場合には、資産除去債

務及び関連する有形固定

資産の帳簿価額を変更す

べきところ、令和５年度

 

不適切事項については、次

のとおり措置した。 

１ 契約事務については、担

当者の履行確認についての

理解が不足していたことに

加え、決裁過程におけるチ

ェック機能も働いていなか

ったことによるものであ

る。 

今後は、このようなこと

がないよう、所属内で地方

独立行政法人神奈川県立病

院機構契約事務取扱規程に

関する正しい理解を共有す

るとともに、決裁の過程に

おいて、複数の職員による

確認体制を強化することに

より再発防止に取り組み、

適正な事務執行に努める。 

県は、今後の適正な事務

執行について、指導した。 

２ 会計事務処理について

は、次のとおりである。 
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以後に把握された除去費

用の増額分154,615,527円

については、資産除去債

務及び建物の帳簿価額へ

の追加計上を行っていな

かった。 

⑵ セグメント間の共通経

費である業務システム用

機構ネットワーク基盤の

運用・保守業務委託契約

に係る令和６年度の支払

額 15,229,126 円 に つ い

て、各セグメントのうち

神奈川県立足柄上病院な

ど５病院への配賦に当た

り、誤って令和５年度の

配賦基準を用いて算定し

たため、神奈川県立精神

医療センターなど２病院

への配賦額が計63,282円

過大であり、神奈川県立

こども医療センターなど

３病院への配賦額が計

63,282円過小であった。 

⑴ 神奈川県立足柄上病院

２号館のアスベスト除去

費用に係る資産除去債務

については、組織として

会計処理を誤認し、チェ

ックも不十分であったも

のである。 

今後は、このようなこ

とがないよう、会計処理

に十分留意し、組織内で

正しい会計処理方法を共

有することに加え、複数

の職員によるチェック体

制の強化により、適正な

事務執行に努める。 

県は、今後の適正な事

務執行について、指導し

た。 

⑵ 業務システム用機構ネ

ットワーク基盤の運用・

保守業務委託契約に係る

令和６年度の支払額につ

いては、令和６年度分の

セグメント間の共通経費

の配賦処理において、配

賦処理に使用するExcel

シートを毎年度継続して

使用する中で、配賦基準

の適用年度に係る確認が

不十分であったことか

ら、誤って前年度の配賦

基準を使用したことによ

るものである。 

今後は、このようなこ

とがないよう、監査結果

を受けて課内で事案を周

知し、配賦基準の適用年

度に関する確認につい

て、担当者による確認に

加え、上席者による確認

を行うなど複数人による

チェック体制を徹底する

ことにより再発防止に取

り組み、適正な事務執行

に努める。 

県は、今後の適正な事

務執行について、指導し

た。 

公立大学法人 令和７年11月 （不適切事項）  
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神奈川県立保

健福祉大学 

７日及び令和

８年２月19日

（令和７年９

月22日及び同

月24日から同

月26日まで職

員調査） 

支出事務において、液体窒

素購入代１件、2,816円につ

いて、公立大学法人神奈川県

立保健福祉大学会計事務取扱

規程で定める期限までに支払

を行っていなかった。 

不適切事項については、立

替払請求者及び経理担当課の

進行管理が不十分であったこ

とによるものである。 

 今後は、このようなことが

ないよう、教職員向けの注意

喚起を行うことにより再発防

止に取り組み、適正な事務執

行に努める。 

また、経理担当課において

は、立替払いにより調達した

物品の検収を行った各職員が

進捗管理を徹底することによ

り再発防止に取り組み、適正

な事務執行に努める。 

県は、今後の適正な事務執

行について、指導した。 

公益財団法人

神奈川県生活

衛生営業指導

センター 

令和８年２月

４日（令和７

年10月22日職

員調査） 

（不適切事項） 

会計事務処理において、令

和７年６月に支給する期末手

当及び勤勉手当の支給見込額

3,274,012円のうち令和６年

度の負担に属する2,182,673

円について、当期の費用とし

ての賞与引当金への繰入れ及

び当期末の負債としての賞与

引当金の計上を行っていなか

った。 

 

不適切事項については、会

計処理規程の理解が不十分で

あったことによるものであ

る。 

指摘を受け、令和８年度予

算から当期の費用としての賞

与引当金への繰入れを行うよ

うに、令和８年３月３日に理

事会の承認を得た。上記意思

決定を受け、令和７年度決算

から当期の費用としての賞与

引当金への繰入れ及び当期末

の負債としての賞与引当金の

計上を行い、令和８年６月４

日に理事会の承認を得た。 

今後は、このようなことが

ないよう、会計処理規程の勉

強会を行い、全職員で改めて

適正な処理手続を共有するこ

とにより再発防止に取り組

み、適正な事務執行に努め

る。 

県は、今後の適正な事務執

行について、指導した。 

⑵ 産業労働局 

  ＜財政援助団体等＞ 

監査実施 

団 体 名 
監査実施日 監査の結果 措置の内容 

地方独立行政

法人神奈川県

立産業技術総

令和７年11月

17日及び令和

８年２月19日

（要改善事項） 

１ 地方独立行政法人神奈川

県立産業技術総合研究所

 

要改善事項については、次

のとおり措置した。 
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合研究所 （令和７年10

月８日から同

月10日まで職

員調査） 

（以下「研究所」とい

う。）の機械警備業務委託

契約について、耐用年数を

踏まえた長期継続契約とす

ることにより競争入札とす

ることが可能であったにも

かかわらず、単年度で契約

を締結しており、予定価格

が200万円を超えないことか

ら、随意契約を行ってい

た。 

（以下令和８年３月23日神

奈川県監査委員公表第２号

中、第８監査の結果２⑴ウ

のとおり） 

２ 地方独立行政法人神奈川

県立産業技術総合研究所

（以下「研究所」とい

う。）が、県からの運営費

交付金を財源として、自ら

が作成した財務諸表に対す

る意見等を表明することな

どを目的に、任意で監査法

人に委嘱している監査（以

下「本件財務諸表等監査」

という。）について、地方

独立行政法人法（以下

「法」という。）第35条第

１項の規定に基づく会計監

査人の監査（以下「法定の

会計監査人監査」とい

う。）に準じたものとして

実施されているのに、監査

法人による監査報告を一般

の閲覧に供しておらず、ま

た、監査法人の選定過程に

第三者性を介在させていな

かった。 

（以下令和８年３月23日神

奈川県監査委員公表第２号

中、第８監査の結果２⑴ウ

のとおり） 

１ これまで単年度契約であ

った機械警備業務委託につ

いては、第３期中期計画期

間（令和９年度から令和13

年度まで）内において長期

継続契約が実現できるよう

入札準備を行うこととし

た。 

県は、今後の適正な事務

執行について、指導した。  

２ 地方独立行政法人法に基

づく会計監査人の監査に準

じた監査については、監査

法人による監査報告を、令

和７年度財務諸表等公開時

から一般の閲覧に供するこ

ととした。また、監査法人

の選定において、令和９年

度の会計監査人の監査から

第三者を審査委員とするプ

ロポーザル審査会を経るこ

ととした。 

県は、今後の適正な事務

執行について、指導した。 

⑶ 県土整備局 

  ＜財政援助団体等＞ 

監査実施 

団 体 名 
監査実施日 監査の結果 措置の内容 

神奈川県道路

公社 

令和７年11月

４日（令和７

年９月29日及

（不適切事項） 

契約事務において、首都高

ドライブマップへの広告掲載

 

不適切事項については、担

当者の神奈川県道路公社会計
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び同月30日職

員調査） 

契約（契約額1,650,000円）

の締結に当たり、神奈川県道

路公社会計規程に基づき契約

書を作成しなければならない

場合であったにもかかわら

ず、契約書の作成を省略して

いた。 

規程に対する理解が不足して

いたことに加え、決裁過程に

おけるチェック体制が機能し

ていなかったことによるもの

である。 

今後は、このようなことが

ないよう、関係職員に周知

し、同規程に対する正しい理

解を共有するとともに、決裁

過程において、複数の職員に

よる確認体制を強化すること

により再発防止に取り組み、

適正な事務執行に努める。 

県は、今後の適正な事務執

行について、指導した。 

神奈川県公園

協会・サカタ

のタネ・サカ

タのタネＧＳ

グループ 

令和８年２月

18日（令和７

年11月６日及

び同月７日職

員調査） 

（不適切事項） 

指定管理者事務において、

次のとおり誤りがあった。 

１ 指定管理者が業務を第三

者に委託した植物の配植、

管理業務委託契約（単価契

約、支払額13,435,343円）

について、当該第三者が、

さらに他の第三者に業務の

一部を委託する場合は、相

模原公園の管理に関する基

本協定書に基づき、あらか

じめ県の承認を得るべきと

ころ、これを行っていなか

った。 

２ グリーンハウス館長及び

公園の副園長業務委託契約

ほか１件（単価契約、支払

額計17,535,166円）につい

て、相模原公園の管理に関

する基本協定書に基づき、

業務委託実績報告書に業務

の実績を記載すべきとこ

ろ、これを行っていなかっ

た。 

 

不適切事項の指定管理者事

務については、次のとおり措

置した。 

１ 指定管理者が委託した業

務をさらに他の第三者へ委

託した際に県の承認を得て

いなかったことについて

は、相模原公園の管理に関

する基本協定書の規定につ

いて指定管理者担当職員の

理解や確認、指定管理者と

業務委託先の担当職員間の

意思疎通が不十分であった

ことによるものである。 

今後は、このようなこと

がないよう、指定管理者

は、グループ代表企業の事

故・不祥事防止会議や事務

担当者に向けた研修会等を

開催し、関係者で基本協定

書の規定内容を共有すると

ともに、受委託職員相互で

確認を十分に行うことによ

り再発防止に取り組み、適

正な事務執行に努める。 

県は、今後の適正な事務

執行について、指導した。 

２ 業務委託実績報告書に業

務の実績を記載していなか

ったことについては、相模

原公園の管理に関する基本

協定書の規定について指定

管理者担当職員の理解や確
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認が不十分であったことに

加え、決裁の過程における

複数の職員による確認が不

十分であったことによるも

のである。 

今後は、このようなこと

がないよう、指定管理者

は、グループ代表企業の事

故・不祥事防止会議や事務

担当者に向けた研修会等を

開催し、関係者で基本協定

書の規定内容を共有すると

ともに、決裁の過程におけ

る複数の職員による確認を

強化することにより再発防

止に取り組み、適正な事務

執行に努める。 

県は、今後の適正な事務

執行について、指導した。 
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